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貸借対照表 (2024年５月31日現在) (単位：百万円) 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金  額 科   目 金  額 

   

流動資産 

現金及び預金 

売掛金 

短期貸付金 

商品 

前払費用 

その他 

固定資産 

有形固定資産 

建物 

構築物 

工具、器具及び備品 

土地 

リース資産 

建設仮勘定 

無形固定資産 

ソフトウェア 

ソフトウェア仮勘定 

のれん 

その他 

投資その他の資産 

投資有価証券 

長期前払費用 

関係会社株式 

関係会社出資金 

繰延税金資産 

差入保証金 

その他 

貸倒引当金 
   

25,977 

2,190 

3,277 

1,396 

16,495 

1,208 

1,408 

18,631 

7,010 

4,131 

228 

936 

618 

1,091 

3 

2,379 

2,155 

201 

6 

15 

9,240 

30 

21 

380 

29 

1,936 

6,796 

106 

△60 

流動負債 22,354 

買掛金 749 

短期借入金 9,290 

1年内返済予定長期借入金 5,009 

リース債務 286 

未払金 2,976 

未払費用 1,995 

未払法人税等 714 

前受金 52 

預り金 150 

賞与引当金 608 

店舗等閉鎖損失引当金 24 

その他の引当金 184 

その他 312 

固定負債 12,790 

長期借入金 9,436 

リース債務 877 

資産除去債務 2,283 

その他 192 

負債合計 35,145 

純 資 産 の 部 

株主資本 9,463 

資本金 100 

資本剰余金 831 

 資本準備金 100 

 その他資本剰余金 731 

利益剰余金 8,532 

 利益準備金 17 

 その他利益剰余金 8,514 

  別段積立金 300 

  繰越利益剰余金 8,214 

純資産合計 9,463 

資産合計 44,609 負債及び純資産合計 44,609 
 

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 (2023年６月１日から2024年５月31日まで) (単位：百万円) 

 
科 目 金 額 

売上高  99,322 

売上原価  43,895 

売上総利益  55,426 

販売費及び一般管理費  53,574 

営業利益  1,851 

営業外収益   

受取配当金 226  

自動販売機等設置料収入 110  

古紙等リサイクル収入 236  

その他 237 811 

営業外費用   

支払利息 291  

その他 22 313 

経常利益  2,348 

特別利益   

  移転補償金 93  

  その他 0 93 

特別損失   

店舗等閉鎖損失 39  

店舗等閉鎖損失引当金繰入額 20  

固定資産除却損 63  

減損損失 88  

その他 1 213 

税金等調整前当期純利益  2,228 

法人税、住民税及び事業税 866  

法人税等調整額 △78 787 

当期純利益  1,440 

 
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 (2023年６月１日から2024年５月31日まで) (単位：百万円) 

 

 

株主資本 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他 
利益剰余金 利益 

剰余金 
合計 

別段 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

2023年６月１日残高 100 100 731 831 17 300 7,773 8,091 9,023 9,023 

事業年度中の変動額       

 

  

 

剰余金の配当       △1,000 △1,000 △1,000 △1,000 

当期純利益       1,440 1,440 1,440 1,440 

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 440 440 440 440 

2024年５月31日残高 100 100 731 831 17 300 8,214 8,532 9,463 9,463 

  
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

イ 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

ロ その他有価証券 

 市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

 市場価格のない株式等 ··········· 移動平均法による原価法 

 

② 棚卸資産 

 商品 

書籍・ソフト（中古）、衣料品、 

子供用品及び家電等 ··········· 総平均法による原価法 

書籍（新品） ················· 売価還元法による原価法 

スポーツ用品等 ··············· 主に個別法による原価法 

物流センター保管商品 ········· 主に移動平均法による原価法 

その他 ······················· 主に移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

 上記ソフトとはCD、DVD、ビデオ、ゲーム等であります。 

 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 定率法 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法 

主な耐用年数 

 建物及び構築物     10～22年 

 その他      ４～10年 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 定額法 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

④ 長期前払費用 均等償却 
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⑶ 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ····················· 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 ····················· 従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌

事業年度支給見込額のうち当事業年度の負担

に属する部分を計上しております。 

③ 店舗等閉鎖損失引当金 ··········· 店舗等の閉鎖に伴い発生する損失に備えるた

め、合理的に見込まれる損失額を計上してお

ります。 

 

⑷ 収益及び費用の計上基準 

 当社グループは主にリユース事業を営んでおり、書籍・ソフトメディアの他、家電

商品、アパレル、トレーディングカード、ホビー商材、スポーツ用品、ベビー用品、

腕時計・ブランドバッグ・貴金属、食器・雑貨等を販売しております。これらの商品

については、店舗における顧客への商品引き渡し時点において顧客が支配を獲得し、

履行義務が充足されると判断しており、当該引き渡し時点で収益を認識しておりま

す。 

 なお、当社は会員顧客向けのポイントプログラムを運営しており、付与したポイン

トは履行義務として識別し、使用実績率を考慮して算定した独立販売価格を算定して

取引価格を配分することで、契約負債の金額を算定しております。契約負債は、ポイ

ントの利用時及び失効時に取り崩しを行い、収益を認識しております。 

 履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間は、通常は１年以内であるた

め、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりま

せん。 

 

⑸ のれんの償却に関する事項 

 のれんの償却については、効果の発現する見積期間を償却年数とし、定額法により

償却しております。 
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２. 会計上の見積りに関する注記 

有形固定資産の減損 

⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額 

（単位：百万円） 
 

 貸借対照表計上額 減損損失計上額 

有形固定資産 7,010 88 

 

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

①算出方法 

 減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定は、各店舗の翌事業年度予算及び将

来キャッシュ・フローの見積りを使用しております。 

 当社は、店舗を基本単位としてグルーピングし、営業活動から生じる損益が継続

してマイナスの店舗について減損の兆候を把握しております。減損の兆候が把握さ

れた場合には、将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フロー

の総額と帳簿価額を比較することによって減損損失の認識の要否を判定しておりま

す。 

 

②主要な仮定 

 割引前将来キャッシュ・フローの算定は、適切な権限を有する経営者の承認を得

た翌事業年度の店舗予算を基礎に算定しております。当該キャッシュ・フローは、

過去の実績を基礎として、出店エリアの地域特性、営業の歴史、取扱商材、店舗人

員数の変動等から、予測販売数量及び販売単価を検討し算定しております。 

 

⑶ 翌事業年度の計算書類に与える影響 

 主要な仮定の内、予定販売数量は見積りの不確実性があるため、経営環境の変化

等により、販売数量の大幅な減少が生じた場合、減損損失を計上する可能性があり

ます。 
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３．貸借対照表に関する注記 

⑴ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

建物 200百万円 

土地 476百万円 

計 677百万円 

 

 ②担保に係る債務 

  上記に該当する債務はありません。 

  （注）債務の担保に供している資産には、親会社の借入金に対して担保提供を行った 

当社資産を記載しております。 

 

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額 13,503百万円 

  

⑶ 保証債務 

   以下の債務に対し、保証を行っております。 

    （親会社） 

     ブックオフグループホールディングス㈱  金銭債務 8,307百万円 

  

⑷ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

   短期金銭債権 1,595百万円 

   短期金銭債務 7,905百万円 

   長期金銭債務 9,494百万円 

 

⑸ 契約負債 

 契約負債については、流動負債の「その他」に計上しております。契約負債の金額

は、「９．収益認識に関する注記 (3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額

を理解するための情報 ①契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。 
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４. 損益計算書に関する注記 

⑴ 関係会社との営業取引        売上高 909百万円 

                    仕入高 303百万円 

                    販売費及び一般管理費 1,931百万円 

  

⑵ 関係会社との営業取引以外の取引   受取利息 19百万円 

                    受取配当金 227百万円 

                    支払利息 207百万円 

 

⑶ 顧客との契約から生じる収益 

   売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記 

載しておりません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「９．収益認識に関する注 

記 ⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。 

 

 

５. 株主資本等変動計算書に関する注記 

⑴ 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 20,547,413株 

 

⑵ 剰余金の配当に関する事項 

 配当金支払額 

決議 配当の原資 配当金の総額 基準日 効力発生日 

2024年２月14日 

取締役会 
利益剰余金 1,000百万円 2023年11月30日 2024年２月29日 
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６. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金   20百万円 

関係会社株式 197百万円 

賞与引当金 243百万円 

未払事業税 65百万円 

未払事業所税 69百万円 

棚卸資産 365百万円 

一括償却資産 58百万円 

減価償却超過額 144百万円 

減損損失 191百万円 

資産除去債務 797百万円 

その他 193百万円 

繰延税金資産小計 2,347百万円 

評価性引当額 △239百万円 

繰延税金資産合計 2,108百万円 

繰延税金負債  

有形固定資産 △171百万円 

繰延税金負債合計 △171百万円 

繰延税金資産（負債）の純額 1,936百万円 
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７. 金融商品に関する注記 

⑴ 金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、内部管

理規程に沿ってリスク低減をはかっております。 

投資有価証券は主として株式であります。非上場株式は、業務上の関係を有する企

業への出資であり、当該企業の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、内部管理規程に沿ってリスク低減をはかっております。 

差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約による差入保証金であり、賃貸主の信用リス

クに晒されております。当該リスクに関しては、内部管理規程に沿ってリスク低減を

はかっております。 

短期借入金、長期借入金、リース債務は、金利の変動リスク及び資金調達リスクに

晒されております。当該リスクに関しては、内部管理規程に沿った適切な資金運用を

行うことでリスク低減をはかっております。 

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件

等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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⑵ 金融商品の時価等に関する事項 

 2024年５月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。なお、「現金及び預金」、「売掛金」、「買

掛金」、「短期借入金」、「未払金」及び「未払法人税等」については、現金及び短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略してお

ります。 

（単位：百万円） 
 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

⑴ 差入保証金 6,796 6,196 △600 

資産計 6,796 6,196 △600 

⑴ 長期借入金 (＊1) 14,446 14,541 95 

⑵ リース債務 (＊1) 1,164 1,185 21 

負債計 15,611 15,727 116 
 

（＊1）１年内に返済予定の長期借入金及びリース債務を含んでおります。 

 

（注）市場価格のない株式等は、時価を把握することが極めて困難と認められておりま 

す。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

区分 貸借対照表計上額 

関係会社株式 380百万円 

非上場株式 30百万円 
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⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相

場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。 

 

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債     （単位：百万円） 
 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

差入保証金 － 6,196 － 6,196 

資産計 － 6,196 － 6,196 

長期借入金 － 14,541 － 14,541 

リース債務 － 1,185 － 1,185 

負債計 － 15,727 － 15,727 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

差入保証金 

   差入保証金の時価は、合理的に見積りした差入保証金の返還予定時期及び国債 

の利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類してお 

ります。 

 

長期借入金及びリース債務 

  これらの時価は、元利金の合計額と同様の新規取引を行った場合に想定される 

利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しており 

ます。 
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８. 関連当事者との取引に関する注記 

⑴ 親会社及び法人主要株主等 
 

種 類 会社等の名称 
議 決 権 等 
の所有(被 
所有)割合 

関連当事者との 
関係 

取引の内容 
取 引 金 額 
( 百 万 円 ) 

科 目 
期 末 残 高 
( 百 万 円 ) 

親会社 

ブックオフ 
グループ 
ホールディン
グス㈱ 

（被所有）
直接100.0％ 

役員の兼任 

グループ資金
取引(預け) 
(注1) 

1,406 
短期貸付金 
(注1) 

1,396 

資金の借入 
(注2) 

8,950 
短期借入金 
(注2) 

4,540 

資金の返済 
(注2) 

4,615 
1年以内返済予定

長期借入金 

(注2) 
3,009 

利息の受取 
(注2) 

19 
長期借入金 
(注2) 

9,436 

利息の支払 
(注2) 

207 － － 

担保の提供 
(注3) 

550 － － 

債務保証 
(注4) 

8,307 － － 

債務被保証 
(注5) 

902 － － 

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）当社は、グループの資金効率化のため親会社であるブックオフグループホールディングス㈱に資金を

集約しており、この資金取引にかかる取引金額はグループ資金取引に係るものであります。なお、グ

ループ資金取引に係る取引金額は、純増減額を記載しております。 

（注2）資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

（注3）当社は、ブックオフグループホールディングス㈱の金融機関からの借入に対して、担保提供を行って

おります。 

（注4）当社は、ブックオフグループホールディングス㈱の金融機関からの借入に対して、債務保証を行って

おります。 

（注5）当社は、金融機関からの借入に対して、債務保証を受けております。 
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⑵ 子会社及び関連会社等 
 

種 類 会社等の名称 
議 決 権 等 
の所有(被 
所有)割合 

関連当事者との 
関係 

取引の内容 
取 引 金 額 
( 百 万 円 ) 

科 目 
期 末 残 高 
( 百 万 円 ) 

子会社 
BOK MARKETING 
SDN.BHD. 

（所有） 
直接70.0％ 

役員の兼任 
配当金の受取 
(注1) 

227 － － 

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）配当金の受取については、子会社の当期純利益から必要投資額等を控除した金額をベースに協議の

上、決定しております。 

 

⑶ 兄弟会社等 
 

種 類 会社等の名称 
議 決 権 等 
の所有(被 
所有)割合 

関連当事者との 
関係 

取引の内容 
取 引 金 額 
( 百 万 円 ) 

科 目 
期 末 残 高 
( 百 万 円 ) 

その他の
関係会社
の子会社 

丸善雄松堂㈱ 
（注1） 

（被所有）
直接5.99％ 

役員の兼任 

店舗設備撤去
に伴う工事高 
(注2) 

71 未払金 59 

店舗設備等の
取得(注2) 

627   

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注1）その他の関係会社である大日本印刷㈱が議決権の55.5％を直接保有している丸善ＣＨＩホールディン

グス㈱の子会社であります。 

（注2）店舗設備撤去に伴う工事高及び店舗設備等の取得については、同社以外からも見積りを入手し、通常

行われている取引の価格を参考にしてその都度交渉の上決定しております。 
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９. 収益認識に関する注記 

⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

  当事業年度より報告セグメントを従来の単一セグメントから、「国内ブックオフ事

業」、「プレミアムサービス事業」の区分に変更しております。これに伴い、顧客との

契約から生じる収益を分解する区分を変更後の報告セグメントに変更しております。 

（単位：百万円） 
 

 報告セグメント 

その他 
（注） 

合計 
 

国内 
ブックオフ 

事業 

プレミアム 
サービス 
事業 

計 

顧客との契約から 
生じる収益 

91,534 6,750 98,284 1,037 99,322 

その他の収益 － － － － － 

外部顧客への売上高 91,534 6,750 98,284 1,037 99,322 

（注）「その他」の区分は、家庭内にある物品をお客様に代わり片づける個人向けサービス

「ブックオフおかたづけサービス」の提供等であります。 

 

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方

針に係る事項に関する注記 ⑷収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

⑶ 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

①契約資産及び契約負債の残高等 

 契約負債は主に、会員顧客向けのポイントのうち期末時点において履行義務を充足

していない残高であり、貸借対照表上、流動負債「その他」に含まれております。 

（単位：百万円） 

 期首残高 期末残高 

顧客との契約から生じた債権 2,867 3,277 

契約負債 278 307 

 

②残存履行義務に配分した取引価格 

 当社においては、個別の契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、

顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な取引はありま

せん。 
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10. １株当たり情報に関する注記 

⑴ １株当たり純資産額 460円58銭 

⑵ １株当たり当期純利益 70円11銭 

 

 

11. その他の注記 

減損損失 

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

用途 種類 場所 減損損失 

店舗 建物及び構築物等 
BOOKOFF 名古屋平針店 

（名古屋市天白区）ほか11店舗 
88百万円 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗等を基本単位としてグル

ーピングしております。 

当事業年度において、営業活動から生じる損益が継続してマイナスの店舗及び設備

で、今後も収益改善の可能性が低いと判断した店舗及び設備、使用範囲の変更により回

収可能価額を著しく低下させる変化があった店舗及び設備について、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。 

なお、回収可能価額は、店舗等については使用価値により測定しておりますが、将来

キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額を零として

評価しております。 

 

 

 


